
１　決算の内訳

◆　全会計の内訳　◆

全 会 計 1兆1,576億1,084万円 1兆2,258億3,075万円

一般会計 5,702億6,167万円 5,801億  101万円

特別会計 4,250億9,527万円 4,636億2,691万円

1,622億5,390万円 1,821億  283万円

全 会 計 1兆1,811億7,788万円 1兆2,448億2,680万円

一般会計 5,673億5,478万円 5,752億7,240万円

特別会計 4,217億  208万円 4,596億3,287万円

1,921億2,102万円 2,099億2,153万円

[一般会計とは]

[特別会計とは]

[公営企業会計とは]
特別会計を設置して経理すべき事業の中には、水道事業、自動車運送事業（市バ

ス）などのように、料金収入を主な財源に、民間の企業活動に近い仕事をする事業
があります。このような場合に設置するのが公営企業会計です。川崎市では、平成
２４年度現在、６つの公営企業会計を設置しています。

Ⅱ　平成２４年度決算のあらまし

市の予算の中心となるもので、市税を主な財源に、保健、福祉、都市基盤整備、
ごみ処理、教育、消防など、市政運営の基本的な経費を経理する会計です。
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◆　一般会計の内訳　◆

[自主財源とは]

[依存財源とは]

　地方公共団体が自主的に収入できる財源で、市税、使用料、手数料などがこれに
あたります。この割合が高いほど自主的な行財政運営ができることになります。

　国や県から交付されたり割り当てられたりする財源で、国庫支出金、県支出金、
市債などがこれにあたります。
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